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１     教育振興基本計画の策定にあたって 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

平成 24 年度（2012 年度）に令和２年度（2020 年度）までの９年間を計画期間

とした「八尾市教育振興計画」を策定し、基本理念である「人権と共生の 21 世紀を

担う人間の育成」のもと、めざす子ども像「未来を切り拓く チャレンジする『八尾

っ子』」の育成をめざして、取組みを進めてきました。 

この間、少子高齢化やグローバル化、絶え間ない技術革新等、社会情勢が急速に変

化する予測困難な時代となってきており、「生きる力」をさらに伸ばし、「夢」や「志」

を持ちつつ、社会の激しい変化に対応し、自立して主体的に社会に関わり、未来に向

けて新たな価値を創造できる力を育むことが重要です。 

また、学校、家庭、地域が相互に連携・協働し、人々との関わりによる学びを充実・

発展させることや、人生 100 年時代をより豊かに生きるため、生涯にわたる学びを

通して、自らの可能性を最大限に伸ばし、学びの成果を教育活動や地域社会など様々

な場面で発揮して、地域社会全体で子どもたちを見守り育む環境づくりや、一人ひと

りが夢や生きがいを持ち、誰もが活躍できる社会の実現が望まれます。 

加えて、新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の世界的大流行の影響に

より、私たちの生活は大きな変化を余儀なくされ、社会全体で「新しい生活様式」へ

の対応が求められています。 

こうした新たな教育課題への対応が求められる中、令和２年度で後期計画の期間が

終了することから、社会状況の変化や国の動向、これまでの本市の教育施策の取組み

状況と課題等を踏まえ、これからの時代における本市教育の基本理念やめざすべき教

育の方向性を示すとともに、学校教育と社会教育が連携を深め、教育に関する施策を

総合的・計画的に進めていくことを目的として、「八尾市生涯学習・スポーツ振興計画」

と「八尾市図書館サービス計画」の趣旨を包含するなど現行計画を継承・発展させた

「八尾市教育振興基本計画」を策定します。 

 

 

 

資料４ 八尾市教育振興基本計画策定の方向性について 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、教育基本法第 17 条第２項の規定に基づく、「地方公共団体における教育

の振興のための施策に関する基本的な計画」であり、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律第１条の３に基づく「八尾市教育大綱」を踏まえて策定します。 

また、本計画は、本市のあるべき姿と進むべき方向性についての基本的な指針であ

る「八尾市第６次総合計画」や関連する分野別計画等と整合性を図り、教育施策を推

進します。 

計画の位置づけ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の対象 

本計画は、本市の教育行政に係る基本的な計画であり、幼児教育、小学校、中学校、

義務教育学校の学校教育及び生涯学習を対象範囲とします。 

 

４ 計画期間 

計画の期間は、令和３年度（2021 年度）から令和 10 年度（2028 年度）までの

８年間とし、総合計画の見直しにあわせて見直すほか、教育関係法令の改正や社会情

勢の変化など必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

年度 
令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 令和 10 

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 

総合計画          

教育大綱         

教育振興 
基本計画 

        

 

 

  

 

  

前期基本計画 

前期計画 後期計画 

後期基本計画 
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２     教育をめぐる現状等 

 

 

１ 教育を取り巻く動き 

  ≪社会状況の変化≫ 

○人口減少と少子高齢化の進行 

わが国の人口は，平成 20 年（2008 年）をピークとして減少傾向にあり、2030

年に掛けて 20 代、30 代の若い世代が約２割減少するほか、65 歳以上がわが国の総

人口の３割を超えるなど生産年齢人口の減少が加速することが予測されています。こ

うした人口構成の変化が社会や市民の生活に与える影響を踏まえると、子どもや働き

盛りの世代の人々そして高齢者がそれぞれの能力を生かし、力を合わせて、豊かで安

心して暮らせる地域や社会を次代に引き継ぐことができるよう、環境の整備に努める

ことが重要となります。 

 

○地域コミュニティの希薄化 

人々の付き合いが疎遠になるなど、地域コミュニティの弱体化が指摘されており、

身近な地域での助け合いが少なくなり、困難を抱えた親子などが地域で孤立化すると

いう深刻な状況が危惧されています。子どもの社会性や自立心などの育ちをめぐる課

題に社会全体で向き合い、親子の育ちを支えていくことが重要です。 

 

○子どもの貧困 

わが国では、子どもの７人に１人が貧困の状態にあると言われており、先進国の中

でも高い貧困率になっています。子どもの将来が、生まれ育った環境に左右されるこ

とのないよう、また、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備

と教育の機会の均等を図ることが重要です。 
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○人生 100 年時代や超スマート社会の到来 

誰もが幸せに、いつまでも生きがいを持って健康的な生活を送るためには、一生涯

学び続けられること、何歳からでも学び直しができること、地域とのつながりを持ち

活躍できる場所があることが重要であり、人生 100 年時代を見据えた生涯学習の仕

組みづくりが求められています。また、「超スマート社会（Society5.0）」の到来が予

測されるなか、様々な分野で人工知能（ＡＩ）技術の活用が始まっています。 

複雑化する時代を生きる子どもたちが、自分の将来に夢や希望を持って主体的に社

会にかかわり、自ら未来を切りひらいていくためには、知識や情報、技術を活用する

力、人間関係を形成する力、自律的に行動する力など、これからの社会を生き抜くた

めに必要な基礎となる能力の育成が求められています。 

 

○情報リテラシー教育の必要性の高まり 

スマートフォンに代表される情報通信機器は、暮らしを便利にする一方で、インタ

ーネット依存やＳＮＳをきっかけとしたいじめやトラブルなど、様々な課題も生じて

おり、情報モラルを含む情報リテラシー教育の必要性が高まっています。 

 

○グローバル化の進展とＳＤＧｓ 

経済活動が地球規模に広がり、私たちの生活は、海外の国や地域で起こる事象に、

様々な形で影響を受けるようになっています。インターネットを通じたコミュニケー

ションが広く普及した現在、個人のレベルでも、距離や時間的な隔たりを乗り越え、

文化的な背景や言語の異なる人々と交流する機会が、飛躍的に拡大しました。そうし

た利便性を充分に享受するためには、外国語、とりわけ英語教育の充実とともに、異

なる文化を理解し尊重する態度を身に付ける必要があります。 

これまで成長一辺倒だった社会の価値観に対して、持続可能性という考え方が重視

されるようになっています。国は平成 28 年（2016 年）に「持続可能な開発目標（Ｓ

ＤＧｓ）実施指針」を策定し、持続可能で強靭な、誰一人取り残さない社会の実現に

向けた取組みを推進しています。 
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○新型コロナウイルス等の感染症や自然災害等のリスクを踏まえた学びの継続 

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行は、人々の生命や健康に対する重大な脅

威となっただけではなく、日本でも令和２年（2020 年）４月７日には「緊急事態宣

言」が発出され、外出自粛やイベント開催・施設使用の制限等、国民生活や経済にも

大きな影響を与えました。 

その後、全ての地域で「緊急事態宣言」が解除されましたが、引き続き感染拡大防

止対策等に取り組みながら、「新しい生活様式」に対応した社会活動等が求められてい

ます。 

また、今世紀前半にも南海トラフ地震の発生が懸念されているなど巨大地震や風水

害等の災害リスクの高まりも懸念されています。 

このように今後様々な危機的状況が想定される中でも、持続的な学校運営や生涯学

習・社会教育の学習機会の確保など、出来る限り様々な教育活動が継続できるような

取組みが求められています。 

 

  

ＳＤＧｓのロゴ 
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  ≪関係法令・計画等の動き≫ 

○社会教育法の改正（平成 29 年（2017 年）３月） 

地域全体で子どもたちの成長を支え、地域を創生する「地域学校協働活動」を実施

する教育委員会において、地域住民などと学校との連携協力体制を整備することや、

地域住民などと学校の情報共有や助言などを行う「地域学校協働活動推進員」の委嘱

に関する規定が整備されました。 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正（平成 29 年（2017 年）４月） 

平成 27 年（2015 年）12 月にとりまとめられた中央教育審議会答申「新しい時

代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方

策について」を踏まえ、学校運営協議会の設置の努力義務化やその役割の充実などを

内容とする地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正されました。 

 

○学習指導要領の改訂（平成 30 年度（2018 年度）から移行期間） 

よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を学校と社会とが共有し、

それぞれの学校において、必要な教育内容をどのように学び、どのような資質・能力

を身に付けられるようにするのかを明確にしながら、社会との連携・協働によりその

実現を図ることが示されました。 

 

○学校における働き方改革に関する答申（平成 31 年（2019 年）１月） 

教職員の長時間勤務の実態を踏まえ、平成 31 年（2019 年）1 月に中央教育審

議会により、「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のため

の学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」がとりまとめられ

ました。 

答申においては、学校における働き方改革を推進するにあたっての総合的な方策が

提言され、教師のこれまでの働き方を見直し、自らの授業を磨くとともに、その人間

性や創造性を高め、子どもたちに対して効果的な教育活動を行えるようにするために、

学校における働き方改革が求められています。 
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○第３期教育振興基本計画の策定（平成 30 年（2018 年）６月閣議決定） 

平成 30 年（2018 年）6 月に「第３期教育振興基本計画」が閣議決定され、2030

年以降の社会の変化を見据えた教育政策のあり方や、教育を通じて生涯にわたる「可

能性」と「チャンス」の最大化に向けた視点と、教育政策を推進するための基盤に着

目し、以下の５つの方針により取組みが整理されました。 

【今後の教育政策に関する基本的な方針】 

 １ 夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力を育成する 

 ２ 社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を育成する 

 ３ 生涯学び、活躍できる環境を整える 

 ４ 誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティネットを構築する 

 ５ 教育政策推進のための基盤を整備する 
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２ これまでの取組み状況と課題 

本市において、平成 28 年度（2016 年度）に策定した「八尾市教育振興計画後期

計画」は、４つの基本方針と 16 の取組みで構成されており、各基本方針のこれまで

の取組み状況と課題は、以下のとおりとなっています。 

（１）教育振興計画後期計画の基本方針１  

幼児教育の充実に取り組みます 

幼児教育の充実については、各幼稚園独自の特色ある取組みの推進を図り、関係機

関や地域との連携を進めるなど、基本方針に沿った事業を展開してきました。 

 

幼児教育内容の充実 

取組み状況 

 市立幼稚園に対して、毎年 30～50 回前後の園内保育研究会に指導主事等を

派遣し、教育内容の充実や指導方法の工夫・改善についての指導・助言を行い、

教職員の資質向上を図りました。 

課題 

 さらなる就学前教育・保育の質の向上をめざすには、経験年数に応じた計画的

な研修企画と、教育・保育改善のための話し合いの機会の充実が課題です。 

 就学前教育と小学校教育の円滑な接続のために、保育者と小学校教諭が「幼児

期の終わりまでに育ってほしい姿」の具体的な姿を共有し、小学校入学以降の

学習における指導計画や指導方法に活かす取組みの工夫が課題です。 

 

幼児教育環境の整備 

取組み状況 

 教育・保育実践の手引きの活用をはじめ、幼保こ小合同研修会、小学校一斉授

業見学(体験)の実施等により、幼児教育と小学校教育の円滑な接続を図る取組

みを進め、幼児教育の充実につなげることができました。 

 平成 29 年度（2017 年度）に奈良教育大学と連携協定を結び、認定こども園

開園に向けた教育・保育の研究について、指導・助言をいただくことで、教育・

保育の質の向上を図りました。 

 市立幼稚園の認定こども園への再編については、公立認定こども園５園を平成

31 年（2019 年）４月に開園し、望ましい集団規模による就学前児童への質

の高い教育・保育環境を確保しました。 

課題 

 新学習指導要領においても幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の重要性

が示されており、認定こども園、幼稚園及び保育所等から小学校へと教育が円

滑に接続されるよう、さらなる関係機関の連携強化が課題です。 
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（２）教育振興計画後期計画の基本方針２  

学校教育の充実に取り組みます 

学校教育全体を通して、規範意識やマナー、自他の人権を尊重する意識と態度を育

てるとともに、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」の育成や、家庭や地域社会と

の連携を進め、開かれた学校づくりの推進を図るなど、基本方針に沿った事業を展開

し、特色ある学校づくりを進めました。 

 

確かな学力の育成 

取組み状況 

 学力向上の取組みとしての３本柱（主体的・対話的で深い学びを実現する授業

づくり、ことばの力の育成、自学自習力の育成）を設定した上で、学力向上担

当者会や公開授業研究会などの研修、教育フォーラムの実施、また放課後学習

会や学習サポーターの支援など様々な取組みを進め、学力向上の推進を図るこ

とができました。 

 平成 29 年度（2017 年度）に策定した「八尾市小中一貫教育基本方針」にも

とづき、中学校区ごとに「めざす子ども像」や３カ年にわたる推進計画を策定

し、義務教育９年間を見通した「学習意欲の向上」「豊かな人間や社会性の育

成」に向けた取組みを推進する体制が確立しました。 

課題 

 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善とカリキュラム・マネジメ

ントの確立が求められています。 

 グローバル化の進展や情報社会、超スマート社会、ＡＩの進化など新しい社会

の到来に対応した次世代の教育への対応が課題です。 

 児童・生徒、教職員はもとより、保護者や地域が小中一貫教育推進の成果を実

感できるよう、教職員が義務教育９年間を見通した教育課程の全体像を把握の

うえ、系統性・連続性を一層強化した教育活動を実践することが課題です。 

 

豊かな心の育成 

取組み状況 

 中学校区の学びと育ちの連続性・一貫性を意識した小中一貫教育の推進や学校

園長のリーダーシップのもとでより魅力ある学校園づくりを進める取組み等

を通して、道徳教育を基盤とした一人ひとりに豊かな人間性を育む心の教育の

充実を図ることができました。 

課題 

 いじめや虐待、不登校など複雑・多様化する課題に対する生徒指導等が課題で

す。 
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健やかな体の育成 

取組み状況 

 小学校３年生で行うブラッシング指導と連携した給食後の歯みがき指導によ

り、基本的な生活習慣の確立につなげました。また、体力向上実践事例集等の

活用や専門的な知識や技術のある中学校体育科教員との連携の強化、さらには

体力づくり推進計画の作成等により、各学校の実態に応じた体力向上の取組み

を推進することができました。 

 八尾河内音頭まつりでの食育ブース設置、八尾スクール食育ネットの運用や給

食献立コンテストなど、様々な機会をとらえて啓発活動を実施し、食育の推進

を図りました。 

 小学校給食については、適切かつ円滑な管理・運営を行い、安心・安全な学校

給食を提供することができました。また、中学校給食については、平成 2７年

度（2015 年度）から選択制給食を実施し、配膳室等の施設・設備の維持管理

や業務委託等の円滑な管理・運営を行いました。 

課題 

 児童・生徒一人ひとりが生涯にわたって健康かつ豊かな生活を送るため、全国

体力・運動能力、運動習慣等調査結果や各種統計資料などの分析に基づく取組

みが必要です。 

 学校給食のあり方について、昨今の社会情勢や他自治体の動向等を踏まえ、本

市の児童・生徒やその保護者の状況等に応じた検討が必要です。 

 

家庭や地域社会との連携 

取組み状況 

 地域とともに多くの避難・防災訓練を実施し、また関係機関と連絡調整しなが

ら地域に開かれた学校づくりを目的とした土曜スクールを行うことで、学校と

地区福祉委員会や学校評議員、ＰＴＡなどが連携し、家庭や地域社会とのつな

がりを深める取組みを進めることができました。 

課題 

 地域社会全体で子どもを育むための体制整備や、地域等との様々な分野での連

携・協働の推進にあたり仕組みの構築やコーディネーターの位置づけが課題で

す。 
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学校園における人権教育の推進 

取組み状況 

 すべての人の人権を尊重する視点に立ち、教職員人権研修の企画・運営及び指

導助言を行うことで、各学校園における人権教育の推進・充実を図りました。 

 人権作品を募集し、発表会・作品展示会を開催するとともに、作品集とカレン

ダーを発行し、学校での教材活用だけでなく、広く地域への啓発活動のツール

として発信することで、幼児・児童・生徒及びその保護者と教職員の人権意識

の向上を図りました。 

 市内学校園から研究校園を委嘱し、学校園の取組みを支援することで、自他の

命を大切にする幼児・児童・生徒の育成をめざす教育の充実を図りました。 

 いじめの未然防止、事象発生時の早期発見と適切な対応ができるよう、各学校へ

の支援・指導を行うとともに、学校・地域社会が一体となっていじめに対応する

ことの大切さについて共通理解を図りました。また、「いじめ対応支援チーム」

を立ち上げ、外部専門家等と連携したいじめ対応の仕組みを構築しました。 

課題 

 多様化する人権課題について教職員の指導力の向上と教職員に発信する機会

の確保が課題です。また、最新の人権課題に正対した研修講師の発掘、教育委

員会としての指導助言力向上が課題です。 

 いじめ問題への対応については、いじめの認知に対する教職員の意識改革、組

織としての対応力の充実が課題です。 

 

教職員の指導力の向上 

取組み状況 

 校内授業研究会へ指導主事を派遣し指導助言を行ったり、初任者研修を始めと

した各種研修事業を充実させたりすることで、教職員の資質向上や指導力の向

上に努めました。 

 中核市移行に伴い教職員の法定研修にかかる事務が移譲されたことを受け、

「八尾の教職員を八尾市で育てる」の方針のもと、本市の教育状況を踏まえた

実施体制を確立しました。 

 小学校におけるプログラミング教育の必修化に向け、地元企業と連携した教材の

貸し出しや校内研修の支援、研究協力員による研究発表会などを実施しました。 

課題 

 教育課題等が複雑化・多様化している中で教職員の指導力のさらなる向上が課題です。 

 教職員の働き方改革を進め、学校を魅力的で安定的かつ持続可能な環境とする

ことが課題です。 

 教職員の働き方改革の観点からも、教職員にとって負担感が少なく、より充実

した内容の研修を実施していくことが課題です。 

 学習効果を一層高めるとともに、校務を効率的に行える体制を構築するため、

ＩＣＴ環境のさらなる整備を進めていくことが課題です。 
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（３）教育振興計画後期計画の基本方針３ 

子どもたちの教育機会を保障します 

子どもたちの教育機会の保障については、すべての児童・生徒が安全で充実した学

校生活を送ることができるよう、人的・物的支援、経済的支援等の環境整備にかかる

事業を基本方針に沿って展開してきました。 

 

多様なニーズに対応した教育の推進 

取組み状況 

 特別な支援を必要とする児童・生徒に対し、支援のあり方に関する助言や人的・

物的環境整備を通じて、適切な支援を行える体制の充実を図りました。 

 日本語指導を必要とする幼児・児童・生徒に対して、適応指導や日本語指導、

学習指導を支援するための日本語指導等補助員の派遣を行いました。 

課題 

 特別な支援を必要とする児童・生徒が増加傾向にあり、それに伴い専門的知識・

技能を有する支援人材の確保、物的環境のさらなる整備が課題です。 

 日本語指導が必要であったり、外国にルーツのある幼児・児童・生徒や在籍す

る学校園数は年々増加傾向にあり、日本語指導などのための派遣時間数の増加

と日本語指導補助員等の人材の安定的な確保が課題です。また、支援に際して

対応が必要な言語も多様化していることが課題です。 

 

教育相談および教育支援体制の充実 

取組み状況 

 心理相談員によるカウンセリングをベースに、学校園や関係機関との連携のも

と、丁寧に相談を行い、児童・生徒や保護者が抱える学習や発達、進路等の不

安や悩みの解消を図りました。 

 スクールソーシャルワーカーを毎年段階的に増員し、多くの事案について専門

的助言を活かした対応が可能となるよう学校への支援を図りました。 

課題 

 児童・生徒やその保護者が抱える課題の複雑化・多様化が進んでいる中、就学

前から義務教育修了時まで安心して相談できる体制の構築が課題です。 

 不登校や問題行動等をはじめとする子どもや家庭の抱える課題の複雑化が進

み、学校における教育的観点からのアプローチだけでは解決しがたい事象が増

えてきていることから、学校が家庭や地域社会と連携し、潜在的なニーズの発

見もできるよう相談・支援体制を充実させることが課題です。 
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学びと育ちの経済的支援 

取組み状況 

 経済的理由から就学が困難な児童・生徒の保護者に対する就学援助事業や、高

等学校等へ修学することが困難な者への奨学金事業により、子どもたちの就学

の機会を保障しました。 

 平成 30 年度（2018 年度）から保護者の経済的負担の軽減につながるよう、

入学準備金支給を７月から入学前の２月末に早めて、就学援助事業の運用を充

実させました。 

課題 

 就学援助制度や奨学金制度について、生活保護基準の見直しや類似制度の状

況、他自治体の動向等を踏まえ、適正な制度のあり方について検討が必要です。 

 

教育環境の整備 

取組み状況 

 小中学校普通教室等のエアコン整備、小学校トイレの洋式化等改修、学校敷地

内のブロック塀改修等を計画的に進め、安全で良好な教育環境の整備を図りま

した。 

 小学校給食施設整備については、小学校給食調理場のドライ化や給食リフト等

の給食関連施設・備品等の更新、調理場の大規模改修や補修を行い、給食の安

全衛生の向上と労働上の安全衛生を確保しました。 

 通学路の合同点検等を定期的に実施し、必要な路面標示や看板設置等を行うこ

とで通学路の安全確保の取組みを進めることができました。 

 学校・地域連携推進のための研修会を実施するなど、保護者や地域の力を学校

運営に活かすとともに、学校・地域・行政等の連携によって、地域社会全体で

子どもの成長を見守る環境づくりを進めました。 

課題 

 少子化が進み、地域差はあるものの児童・生徒数が減少しているため、学校の

適正な規模のあり方等が問われています。 

 学校施設は適切な保全と気候変動や災害への対応等の社会的ニーズにも対応

できる機能更新が課題です。 

 小学校給食調理場の老朽化について、安心・安全な小学校給食の提供に向けて、

公共施設マネジメントと連動した計画的な対応が必要です。 

 通学路の交通安全対策については、道路の構造上の問題などから対策が進みに

くい場所が存在することが課題です。 

 子どもが地域の人々と関わる中で地域への愛着が高まり、健やかに成長ができ

るよう、地域社会全体で子どもの成長を見守る環境を整えるのが課題です。 
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（４）教育振興計画後期計画の基本方針４  

生涯学習とスポーツの基礎を培います 

生涯学習とスポーツの基礎を培うことについては、すべての市民が生涯を通じて自

己の人格を磨き、学び続け、学んだことを地域に還元して活躍できるまちづくりを進

め、各種スポーツ・レクリエーション活動の充実、とりわけ子どもたちの学校外での

学習活動やスポーツ活動を体験できる環境の充実を図るなど、事業を展開してきまし

た。また、地域に受け継がれてきた文化財等の歴史資産を次世代に継承し、誰もが身

近な文化財に触れ、郷土の歴史を学べるよう取組みを進めました。 

 

貴重な歴史資産の保全と積極的な活用 

取組み状況 

 平成 29 年（2017 年）２月に発見された称徳天皇と道鏡ゆかりの「由義寺

跡」を、国史跡として保存しました。 

 市史編纂の調査の成果を「新版八尾市史資料編」として随時刊行し、現地調査

報告会や講演会等を行うなど、積極的な情報発信に努めました。また、文化財

の情報発信や各文化財施設において展示等を実施し文化財の普及啓発に努め

るとともに、学校園等と連携し、子どもたちが歴史資産に触れる機会の提供を

進めてきました。 

 市民ボランティアとの協働による古墳群の保全活動等を行ってきましたが、由

義寺跡の史跡指定を受け、対象を市域の史跡に拡大し展開することができまし

た。また、市史編纂事業では市域の文化財の総合的な調査を市民ボランティア

と協働で進めてきました。 

課題 

 発掘調査による出土遺物や市史編纂、歴史民俗資料館等により収集された文化

財や資史料等を安全に収蔵・展示するための施設不足の解消や指定等により保

存された史跡等を日常的に利活用できる環境整備が求められています。 

 文化財の指定が進む一方で所有者の世代交代等による文化財の散逸や地域に

受け継がれてきた祭りや習慣等が、高齢化や少子化により縮小、廃止されてき

ていることが課題です。 

 史跡等の新たな整備や文化財の調査等を行うための、人員を含めた文化財保護

の体制づくりが課題です。 

 幅広い世代のニーズに対応するように文化財の魅力を効果的に発信すること

が課題です。 

 文化財の保全や調査等に携わるボランティアの高齢化が課題です。 
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生涯学習機会の充実 

取組み状況 

 地域や市民が主体となって地域の諸問題を考える学習をはじめ、趣味教養を高

める学習の機会を創出するとともに、若者が自らの強みを活かして、八尾市の

子どもたちが様々な体験ができる場づくりに取り組みました。 

 家庭の教育力の向上については、平成28年度（2016年度）に事業内容の見直

しを行い、各小学校とＰＴＡと地域の三者が連携のもと、家庭教育や子どもの育

ちに関する諸問題を認識し、その解決に向けた学習の場づくりを進めました。 

 地域や生涯学習の拠点において、「まちのなかの達人」が活躍できる場の創出

やＰＲ活動に努めました。 

 識字学級や日本語教室事業の開催を行うとともに、異文化にルーツを持つ子ど

もたちの自尊感情を高めるため、活動拠点を移転するなど、国際理解教育事業

の充実を図りました。 

課題 

 市民が自ら学んだことを地域社会等で活かすためにも、地域の生涯学習活動を

活発化してくれる人を発掘する環境づくりが課題です。 

 子どもたちや若者が新しい地域社会の担い手となるうえでも、地域社会で主体

的に関わり、活動できる環境づくりが課題です。 

 子どもを地域社会全体で育てるためにも、保護者の教育力を高めることが重要

であることから、保護者の意識の醸成や子育ての悩み・不安を解消するための

仕組みづくりが課題です。 

 多様化・高度化する生涯学習ニーズへの対応力への課題やコミュニティセンタ

ーにおける生涯学習活動の充実化などにより、生涯学習センターの稼働率が低

迷しています。 

 教育機会確保法や改正入国管理法の施行にともない、識字学級や日本語よみか

き教室の役割が高まる中、若者の学び直しの場としても注目度が高まっている

ことから、継続的な学習の場を提供することが課題です。 

 

図書館サービスの充実 

取組み状況 

 公民連携の図書館４館体制により、民間のノウハウも活用し、読書案内の充実

を図るとともに子どもと図書館を結びつける事業や多様なテーマのイベント、

調べもの相談等を実施することにより、図書館サービスの充実を進めることが

できました。 

 読書通帳サービスの無料交付対象をこれまでの中学生までに加え妊婦にも拡

大し、19,000 冊を発行することで、読書意欲の醸成につながりました。 

 学校園や子育て担当課等への貸出、学校図書館サポーター向けの研修を行うこ

とや、読み聞かせボランティアに対しての活動支援により、読書環境づくりを

進め、読書活動の促進ができました。 
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課題 

 市民一人当たりにおける年間の図書貸出点数が減少傾向にあることが課題で

す。 

 図書館へ行ってみたくなる、様々な行事の実施やボランティアとの連携・協力

をさらに充実していくことが課題です。 

 引き続き、利用者に応じたサービスを充実するとともに、図書館から遠い地域

及び未利用者への利用促進を図ることが課題です。 

 図書館サービスを適切に提供するために、司書のさらなる資質・技能の向上に

努めることが課題です。 

 

市民参加型のスポーツ振興 

取組み状況 

 市民体育大会、各種スポーツ大会・各種スポーツ教室等を開催するとともに、

子どもたちがプロスポーツを間近で体験する機会の創出を進め、大人になって

も八尾でスポーツを楽しみたい気持ちの醸成を進めました。 

 多種多様なスポーツ競技の振興や、市民のスポーツ活動の推進役や自主的にス

ポーツ活動に取り組む市民の活躍の場づくりを進めました。 

課題 

 市民が気軽に運動を通じた健康づくりができるように、地域でスポーツを楽し

む機会や環境づくりを行うことが課題です。 

 市民の健康維持増進を進める上で、日常生活の中から気軽に身体を動かす運動

やスポーツに取り組む意識の醸成や習慣づけを図ることが課題です。 

 市民のスポーツへの意欲や関心がますます高まるよう、トップクラスのスポー

ツ選手を身近に観て、参加できる事業展開することが課題です。 

 スポーツを楽しむ場である社会教育施設の老朽化についての対応が必要です。 

 

  



 
17 

 

３     本市の教育のめざす方向 

 

 

１ 基本理念 

 

 

 

 

 

人生 100 年時代や超スマート社会1の到来など、教育を取り巻く社会情勢は急速に

変化しており、今後の社会の予測が難しくなるこれからの時代において、誰もが、互

いの人権を尊重し、仲間とともに夢に向かってチャレンジする力や、多様な人々2と協

働しながら新たな価値3を創造する力、様々な困難を乗り越えることで、自らの人生を

切り拓
ひら

くことのできる力などを身につけていく必要があります。 

また、子どもから大人まで、主体的な学びを通じて視野を広げ、知識や経験を分か

ち合い、高め合うことで、人生や社会を豊かにしていくことが求められています。 

そして、よりよい社会を創る観点からも、生涯にわたる教育が果たす役割は大きく、

学校・家庭・地域が連携・協働し、社会全体で未来を担う子どもたちの成長を支えて

いく必要があります。 

こうしたなか、本市の教育においては、これまでの教育振興計画で掲げた「人権と

共生の 21 世紀を担う人間の育成」という基本理念を継承しつつ、さらなる本市教育

の振興を図ります。 

そのため、生涯にわたって互いの人権や個性を尊重し認め合い、また、すべての人

がともに学び、自他を高め、支え合って生きていく力をさらに育んでいくことにより、

一人ひとりが自分の可能性を信じ、夢に向かって自らの人生と、八尾の未来を切り拓

いていってほしいという想いを込めて、基本理念を「認め合い ともに生き 未来を切

り拓
ひら

く八尾の教育」とします。  

                                                   
1 「超スマート社会」とは、必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会

の様々なニーズにきめ細かに対応でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、

言語といった様々な違いを乗り越え、いきいきと快適に暮らすことのできる社会のことをいいます。 
2 「多様な人々」とは、性別、年齢、国籍や民族、疾病や障がいの有無、文化、生活習慣の違い等のある人々

のことをいいます。 
3 「新たな価値」とは、文化芸術や技術革新のようなものに限らず、地域課題や身近な生活上の課題を自分

なりに解決するなど自他の人生や生活を豊かなものにしていく様々な工夫などを含みます。 

認め合い ともに生き 未来を切り拓
ひ ら

く八尾の教育 
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２ 基本方針 

P17 に定める基本理念の実現に向けて、以下のとおり４つの基本方針を定めます。 

 

夢に向かってチャレンジし、未来を切り拓く力を育成します 

知識・情報・技術をめぐる変化が今後さらに加速化する中で、一人ひとりが豊かな

人生を切り拓き、持続可能な社会の担い手となることができる力を育むことが求めら

れています。 

学校の教育活動において、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を進

め、社会でたくましく生きていくために必要な力や、道徳教育、人権教育等により豊

かな心を育みます。 

また、就学前施設と小学校での教育の円滑な接続を図るとともに、小中一貫教育を

充実させ、子どもの発達や学びの連続性を踏まえた教育活動を行います。 

 

 

学びを支えるセーフティネットを構築します 

教育機会均等の観点から、いじめ、不登校、障がいのある子どもや日本語指導を必

要としている子どもなど多様な教育ニーズに対応した支援体制の充実やインクルーシ

ブ教育の推進、家庭の状況等にかかわらず自己実現できる施策の推進などが求められ

ています。 

一人ひとりが自らの課題を乗り越え、自己の可能性を伸ばし自立することができる

よう、一人ひとりの多様なニーズに対応した教育の推進、教育相談及び教育支援の充

実を図るとともに、経済的な理由等により、子どもが進学や修学を断念することがな

いよう、必要な支援を行います。 

  

 基本方針１ 

 基本方針２ 
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生涯にわたって学びを重ね、人生を豊かに生きられる環境を整えます 

人生 100 年時代を見据え、誰もが人生を豊かに生きられる環境づくりが求められ

ています。 

生涯にわたり自ら学び、あらゆる機会に、あらゆる場所において学び続けられる環

境を整えるとともに、学んだことを地域で実践・活躍できる環境づくりを進めます。 

また、誰もがいつでも気軽にスポーツを親しむための機会づくりを推進し、スポー

ツを通じて都市の活気を高めます。 

さらに、市民にとって歴史資産が身近に感じられるように史跡の整備を図るととも

に市民等との協働による保全、活用、発信を進めます。 

 

 

地域とともに、社会の変化に応じた教育環境をつくります 

教育コミュニティづくりへ向けた体制整備や、一人ひとりの可能性とチャンスを最

大化できるよう、教育環境の整備・充実が求められています。 

学校・家庭・地域の連携・協働を進め、地域や保護者のニーズを踏まえた地域とと

もにある学校づくりを進めます。 

また、学校におけるＩＣＴ活用の推進など社会の変化に応じた学習環境の充実及び

学校施設の整備を進めるとともに、本市の実情に即した学校規模の適正化などに取り

組みます。 

さらに、人生 100 年時代において、市民の生涯学習活動を支える社会教育施設や

スポーツ施設においても市民ニーズに即した機能充実に努めます。 

これからの時代に対応できるよう教職員の資質向上を図るとともに、学校における

働き方改革やチーム学校による組織力の強化を図ります。 

  

 基本方針３ 

 基本方針４ 
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３ 計画の体系 

 

基本
理念 

基本方針 施策 

認
め
合
い 

と
も
に
生
き 

未
来
を
切
り
拓 ひ

ら

く
八
尾
の
教
育 

１ 夢に向かってチ
ャレンジし、未
来を切り拓く力
を育成します 

１－１ 幼児教育の充実 

１－２ 確かな学力の育成 

１－３ 豊かな心の育成 

１－４ 健やかな体の育成 

１－５ 子どもたちの人権を守る教育の充実 

２ 学びを支えるセ
ーフティネット
を構築します 

２－１ 多様なニーズに対応した教育の推進 

２－２ 教育相談および教育支援体制の充実 

２－３ 学びと育ちの経済的支援 

３ 生涯にわたって
学びを重ね、人
生を豊かに生き
られる環境を整
えます 

３－１ 人生 100 年時代を見据えた生涯学習社会の実現 

３－２ 都市の魅力と人々の活気を高めるスポーツの振興 

３－３ 歴史資産などの保全・活用・発信 

４ 地域とともに、
社会の変化に応
じた教育環境を
つくります 

４－１ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進 

４－２ 教育環境の整備・充実 

４－３ 児童・生徒の安全確保 

４－４ 学校における指導・運営体制の充実と働き方改革の推進 

 

 


